
別紙（10－3）

番号

＜0＞

1,139,074,698

予
算
の
状
況

執行額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）
1,155,484,022

1,003,041,849

22年度

評価方式
障害者の地域における生活を支援するため、障害者の生活の場、働く
場や地域における支援体制を整備すること

政策名

-1,450,858

1,113,843,491

-＜46,478＞

＜0＞

24年度

151,359,206

1,082,967

1,112,281,291

<15,260,865>

-＜297,903＞

＜203,732,826＞

補 正 予 算 （ 千 円 ）
-2,330,470

1,171,696,017

23年度

-＜9,243,865＞

＜1,166,592,380＞

21年度

政策評価調書（個別票１）

0

＜8,950,010＞

3,013,058

1,293,644,164

<222,104,755> ＜227,017,268＞

【政策ごとの予算額等】

Ⅷ－１－１

＜187,134,287＞

1,166,886,235

1,141,934,482

1,395,199,916

総合･実績･事業

当 初 予 算 （ 千 円 ）

-2,479,312

25年度概算要求額

政策評価結果の概算要求
への反映状況

　障害者総合支援法の施行（平成２５年４月～）に基づき、障害者に対する理解を深める研修・啓発を行う事業や、意思疎通支援を行う者を養成する事
業など、地域生活支援事業における必須事業の拡充や、障害福祉サービスの基盤整備を図ること等について、平成２５年度概算要求へ反映。
○障害保健福祉費　　　　平成２４年度当初予算額　　８２８，３１０，７５２千円　→　平成２５年度概算要求額　８６７，７６８，２８２円
○社会福祉施設整備費　　平成２４年度当初予算額　　６，１００，０００千円　　　→　平成２５年度概算要求額　９，１００，０００千円

1,056,254,595

＜13,895,235＞

＜1,113,499,110＞



別紙（10-3）

番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 厚生労働本省

● 2 一般 厚生労働本省

● 3 一般 厚生労働本省

● 4 一般 厚生労働本省 ＜ ＞＜ ＞

● 5 一般 国立更生援護機関

● 6 一般 地方厚生局

● 7
東日本大震
災復興特別

復興庁

● 8
東日本大震
災復興特別

復興庁

● 9
東日本大震
災復興特別

復興庁 ＜ ＞＜ ＞

● 10
東日本大震
災復興特別

厚生労働本省

● 11
東日本大震
災復興特別

厚生労働本省 ＜ ＞＜ ＞

◆ 1 一般 厚生労働本省

◆ 2 一般 厚生労働本省

◆ 3 一般 厚生労働本省 ＜ ＞＜ ＞

◆ 4
東日本大震
災復興特別

復興庁 ＜ ＞＜ ＞

◆ 5
東日本大震
災復興特別

厚生労働本省 ＜ ＞＜ ＞

◆ 6
東日本大震
災復興特別

厚生労働本省

◇ 1 一般 厚生労働本省 ＜ ＞＜ ＞

東日本大震災復興独立行政法人福祉
医療機構運営費

東日本大震災復興に係る独立行政法人福祉医療機構運営
費交付金に必要な経費

18,315

独立行政法人福祉医療機構運営費 独立行政法人福祉医療機構運営費交付金に必要な経費 3,570,878

社会福祉施設等施設整備に必要な経費 6,930,340 9,887,000

社会保障等復興政策費 障害者の自立支援等に必要な経費

社会福祉施設等施設整備に必要な経費 2,000,000

社会福祉施設整備費 社会福祉施設等施設整備に必要な経費

社会保障等復興政策費 精神保健事業に必要な経費 1,817,578

社会保障等復興事業費

東日本大震災復興独立行政法人福祉
医療機構運営費

東日本大震災復興に係る独立行政法人福祉医療機構運営
費交付金に必要な経費

18,315

103,000 106,638

特別障害給付金給付費年金特別会計
へ繰入

特別障害給付金給付費の財源の年金特別会計国民年金勘
定へ繰入れに必要な経費

7,698,275

60,506

医療観察等実施費 入院の決定の執行等に必要な経費

1,954,150

の内数

43,680障害者の自立支援等に必要な経費

2,097,898

4,689,298 6,200,000

32,945,740 32,277,592

625,661 889,178

2,033,997 2,801,092

25年度
概算要求額

1,345,680,776

1,385,714,432

＜18,087,000＞

1,293,644,164

＜165,663,778＞ の内数

1,395,199,916

の内数

の内数

＜187,134,287＞ の内数＜227,017,268＞ の内数

1,976,653

165,663,778

9,485,484

の内数

24年度
当初予算額

1,247,639,332

業務取扱費年金特別会計へ繰入

事項

小計

211,808,437

＜211,808,437＞

1,283,408,236

＜11,619,638＞

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

障害保健福祉費 精神保健事業に必要な経費

障害保健福祉費 障害保健福祉の推進に必要な経費

障害保健福祉費

社会福祉施設整備費

国立更生援護所運営費 国立リハビリテーションセンターの運営に必要な経費

政策名

独立行政法人国立重度知的障害者総
合施設のぞみの園施設整備費

独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園施
設整備に必要な経費

の内数

予算額

障害者の地域における生活を支援するため、障害者の生活の場、働く場や地域における支
援体制を整備すること

Ⅷ－１－１

整理番号

予　算　科　目

業務取扱費の財源の年金特別会計業務勘定へ繰入れに必
要な経費

独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園運
営費交付金に必要な経費

合計

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

＜3,589,193＞ ＜3,383,509＞

7,531,334

3,365,194

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

10,235,928

障害者の自立支援等に必要な経費

項

障害保健福祉費

561,000

独立行政法人国立重度知的障害者総
合施設のぞみの園運営費

政策評価結果の反映に
よる見直し額合計



別紙（10－3）

番号

＜227,013,640＞

＜227,313,640＞

135,692

予
算
の
状
況

執行額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）
211,400

211,400

22年度

評価方式
年金制度改革の道筋をつけ、国民に信頼される持続可能な公的年金制
度を構築すること

政策名

469,632

24年度

＜48,735,973＞

469,632

＜211,830,635＞

＜187,289,817＞

補 正 予 算 （ 千 円 ）

301,808

23年度

＜187,602,670＞

21年度

＜178,577,667＞

政策評価調書（個別票１）

-＜18,827,575＞

278,835

＜206,430,245＞ ＜211,808,437＞

【政策ごとの予算額等】

Ⅸ－１－１

＜165,663,778＞

301,808

182,377

739,999

総合･実績･事業

当 初 予 算 （ 千 円 ）

25年度概算要求額

政策評価結果の概算要求
への反映状況

引き続き計画的な取り組みを行っており、執行状況を踏まえた経費の見直しを行いながら、政策目標の達成に向けて所要の経費を要求する。

206,044

＜211,518,740＞

＜211,830,635＞



別紙（10-3）

番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 厚生労働本省

● 2 一般 厚生労働本省

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 一般 厚生労働本省 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

＜165,663,778＞ の内数

＜165,663,778＞ の内数

739,999

165,663,778

の内数

の内数

＜211,808,437＞ の内数

25年度
概算要求額

273,305

466,694

739,999

の内数

の内数

278,835

の内数

211,808,437

＜211,808,437＞

278,835

の内数

24年度
当初予算額

278,835

-

業務取扱費年金特別会計へ繰入

事項

小計

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

予算額

合計

年金制度改革の道筋をつけ、国民に信頼される持続可能な公的年金制度を構築すること Ⅸ－１－１

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

業務取扱費の財源の年金特別会計業務勘定へ繰入れに必
要な経費

政策名

の内数

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

公的年金制度の持続可能性確保に必要な経費

項

公的年金制度運営諸費

年金生活者支援給付金事務費（仮
称）

年金生活者支援給付金事務に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額合計



別紙（10－3）

番号

65,475,311,404 65,648,646,869

＜0＞ ＜0＞

67,301,647,619 68,059,691,105

△ 47,135 6,799,702 0

65,148,257,896

△ 383,148 △ 234,905 1,184,706 0

65,148,688,179 67,295,082,822 68,058,506,399 68,264,457,000 67,937,221,034

政策評価結果の概算要求
への反映状況

平成24年度はモニタリングのみ実施しており、当該結果を踏まえ、政策目標の達成に向け、引き続き所要の経費を要求する。

9,546,507,615

＜0＞

10,375,305,768

10,264,495,983

10,752,512,948

総合･実績･事業

当 初 予 算 （ 千 円 ）

0

25年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

0△ 219,766

8,094,503,433

【政策ごとの予算額等】

Ⅸ-1-2

補 正 予 算 （ 千 円 ）

△ 188,534

10,375,494,302

23年度

＜0＞

21年度

10,125,705,496

22年度

評価方式政策名

0

10,125,485,730

24年度

予
算
の
状
況

執行額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

9,858,844,358

9,859,269,465

△ 425,107

（特別会計）

（一般会計）

（特別会計）

＜0＞

9,857,568,969

＜0＞

64,291,346,846

（一般会計）

（特別会計）

（一般会計）

（特別会計）

公的年金制度の信頼を確保するため、公的年金制度の適正な事業運営を図る

（一般会計）

（特別会計）

（一般会計）



別紙（10-3）

番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 年金特別 基礎年金勘定

● 2 年金特別 国民年金勘定

● 3 年金特別 国民年金勘定

● 4 年金特別 福祉年金勘定

● 5 年金特別 厚生年金勘定

● 6 年金特別 厚生年金勘定

● 7 年金特別 厚生年金勘定

● 8 年金特別 業務勘定

● 9 年金特別 業務勘定

● 10 年金特別 業務勘定

● 11 年金特別 業務勘定

◆ 1 年金特別 基礎年金勘定

◆ 2 年金特別 国民年金勘定

◆ 3 年金特別 国民年金勘定

◆ 4 年金特別 厚生年金勘定

◆ 5 年金特別 厚生年金勘定

◆ 6 年金特別 業務勘定

◆ 7 一般 厚生労働本省

◆ 8 一般 厚生労働本省

○ ＜ ＞ ＜ ＞

○ ＜ ＞ ＜ ＞

◇ ＜ ＞ ＜ ＞

◇ ＜ ＞ ＜ ＞

3,613,749

年金相談事業費等の財源の業務勘定へ繰入れに必要な経
費

年金相談事業費等の財源の業務勘定へ繰入れに必要な経
費

3,636,201

日本年金機構運営費交付金に必要な経費 337,521,057 326,158,709

61,958,922

合計

の内数 の内数

10,750,781,161

1,731,787

の内数

10,752,512,948
一般会計

特別会計
67,937,221,034

の内数

68,264,457,000

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

の内数

8,094,503,433

の内数

福祉年金給付費等の財源の年金特別会計へ繰入れに必要
な経費

保険給付に必要な経費

2,237,622

年金相談事業費等業務勘定へ繰入

基礎年金拠出金等年金特別会計へ繰
入

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

31,035,085,149

基礎年金給付に必要な経費

項

政策評価結果の反映に
よる見直し額合計

基礎年金相当給付他勘定へ繰入及交
付金

基礎年金拠出金等の財源の年金特別会計へ繰入れに必要
な経費

予算額

95,269,497

8,092,265,811

24,464,031,215保険給付費

2,215,210

日本年金機構運営費

福祉年金給付費

104,128,810

3,946,657,250

86,073,927

基礎年金給付費

福祉年金給付に必要な経費

政策名

の内数

事項

2,953,226,969

公的年金制度の信頼を確保するため、公的年金制度の適正な事業運営を図る Ⅸ-1-2

整理番号

予　算　科　目

国民年金給付費 国民年金給付に必要な経費

291,615

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

保険給付費 厚生年金基金等給付費等負担金に必要な経費

基礎年金拠出金等年金特別会計へ繰
入

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計

小計

社会保険オンラインシステム費 社会保険オンラインシステムの運用等に必要な経費

対応表に
おいて●
となって
いるもの

社会保険オンラインシステム費 社会保険オンラインシステムの見直しに必要な経費

年金相談事業費等業務勘定へ繰入

24年度
当初予算額

19,534,796,500

1,119,456,744

130,776,924

福祉年金給付費 福祉年金給付に必要な経費

の内数

25年度
概算要求額

20,346,371,385

997,280,667

45,804,261,100

の内数

4

2,684,447

816,380

24,249,598,920

の内数

32,885,472,882

の内数

97,216,499

基礎年金給付費等基礎年金勘定へ繰
入

基礎年金給付費等の財源の基礎年金勘定へ繰入れに必要
な経費

15,339,749,704 15,404,921,470

基礎年金相当給付費の財源の他勘定へ繰入れ及び交付に
必要な経費

2,265,019,768

139,721,416

の内数

56,545,602

保険給付費 日本私立学校振興・共済事業団負担金に必要な経費

小計
45,323,875,284

業務取扱費 公的年金制度の適正な運営に必要な経費

業務取扱費 年金記録問題対策の実施に必要な経費

1,258,821

4

基礎年金給付費等基礎年金勘定へ繰
入

基礎年金給付費等の財源の基礎年金勘定へ繰入れに必要
な経費

4,117,597,990

13,081,658



別紙（10－3）

番号

政策評価調書（個別票１）

【政策ごとの予算額等】

政策名 企業年金等の健全な育成を図ること 評価方式 総合･実績･事業 Ⅸ－１－３

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度概算要求額

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
30,874 24,942 21,806 22,947

補 正 予 算 （ 千 円 ）

27,081

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）
30,874 24,942 21,806

政策評価結果の概算要求
への反映状況

平成24年度はモニタリングのみ実施しており、当該結果を踏まえ、政策目標の達成に向け、引き続き所要の経費を要求する。

執行額（千円）
14,157 14,615 15,723
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 厚生労働本省

● 2

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

政策名 企業年金等の健全な育成を図ること Ⅸ－１－３

予　算　科　目 予算額
政策評価結果の反映に

よる見直し額合計
整理番号 項 事項

24年度
当初予算額

25年度
概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

企業年金等健全育成費 企業年金等の健全な育成に必要な経費 22,947 27,081

小計
22,947 27,081

の内数 の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
の内数 の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計 の内数 の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

合計
22,947 27,081

の内数 の内数

の内数 の内数
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番号

政策評価結果の概算要求
への反映状況

平成24年度はモニタリングのみ実施しており、当該結果を踏まえ、政策目標の達成に向け、引き続き所要の経費を要求する。

執行額（千円）
2,550,729 1,446,666 1,364,025

計（千円）
2,579,054 1,505,821 1,407,515

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

1,821,509

予
算
の
状
況

当 初 予 算 （ 千 円 ）
2,579,054 1,505,821 1,407,515 1,596,258

補 正 予 算 （ 千 円 ）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

【政策ごとの予算額等】

政策名 企業年金等の適正な運営を図ること 評価方式 総合･実績･事業 Ⅸ－１－４
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 厚生労働本省

● 2

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

の内数 の内数

の内数 の内数

合計
1,596,258 1,821,509

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計 の内数 の内数

の内数 の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計

の内数 の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
1,596,258 1,821,509

項 事項
24年度

当初予算額
25年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

企業年金等適正運営費 企業年金等の適正な運営に必要な経費 1,596,258 1,821,509

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

政策名 企業年金等の適正な運営を図ること Ⅸ－１－４

予　算　科　目 予算額
政策評価結果の反映に

よる見直し額合計
整理番号
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